様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2024年 2月 18日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）  じぇいえっくすきんぞくかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称  ＪＸ金属株式会社
（ふりがな）　はやし  　よういち  　　　
（法人の場合）代表者の氏名  林　陽一  印   
住所　〒105-8417
東京都港区虎ノ門2丁目10番4号 ｵｰｸﾗﾌﾟﾚｽﾃｰｼﾞﾀﾜｰ
法人番号　2010001133878　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2040年ＪＸ金属グループ長期ビジョン
SUSTAINABILITY REPORT 2023

	公表日
	2040年ＪＸ金属グループ長期ビジョン：
２０２３年５月１１日（改定）
SUSTAINABILITY REPORT 2023：
２０２３年１０月３１日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	2040年ＪＸ金属グループ長期ビジョン：
当社HPにて公表
https://www.jx-nmm.com/newsrelease/upload_files/2023/05/11/6018119_05_20230511_02.pdf
P.3　「３. 基本方針－長期ビジョン」

SUSTAINABILITY REPORT 2023：
当社HPにて公表
https://www.jx-nmm.com/sustainabilityreport/pdf/report2023_j_full.pdf
P.67　「DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進」

	記載内容抜粋
	2040年ＪＸ金属グループ長期ビジョン：
「装置産業型企業」から「技術立脚型企業」への転身により、激化する国際競争の中にあっても高収益体質を実現、半導体材料／情報通信材料のグローバルリーダーとして、持続可能な社会の実現に貢献する

SUSTAINABILITY REPORT 2023：
2040年長期ビジョンに描いたあるべき姿「技術立脚型企業」の実現に向けた事業基盤の確立を目指し、各事業部・コーポレート部門での最適化・自動化施策の実施、それらを下支えする技術本部各部での新技術活用・全社横断的な施策などを通して、DXを推進しています。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「2040年ＪＸ金属グループ長期ビジョン」は、経営会議における議論を踏まえて、取締役会にて承認されたもの。
「SUSTAINABILITY REPORT 2023」は、経営会議・取締役会メンバーにより構成された社長諮問機関「ＥＳＧ推進会議」にて承認されたもの。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	SUSTAINABILITY REPORT 2023


	公表日
	２０２３年１０月３１日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HPにて公表
https://www.jx-nmm.com/sustainabilityreport/pdf/report2023_j_full.pdf
P.68　「IoT・AI6ヵ年計画の実行」
P.68-69 「DXを支える基盤」

	記載内容抜粋
	2017年より「IoT5+1ヵ年計画」を推進し、IoTやAIの活用を進めてきました。2023年度からは新たに「IoT・AI6ヵ年計画」として、これまで取り組んできた情報のデジタル化（デジタイゼーション）やプロセスのデジタル化（デジタライゼーション）に加え、事業変化を踏まえたサプライチェーン全体の最適化、競争基盤の強化、お客様への価値創出、脱炭素をはじめとしたESGへの対応など領域を拡大し、DXのさらなる推進を図っていきます。
具体的なデータ活用を組み込んだ取組例としては、以下の通りです。
・量子アニーリングを用いた生産計画のイメージ
さまざまな制約条件などを組み合わせた高難易度の計画業務に最適化技術を適応させることで、ベテラン担当者のスキルに依存した作業の属人化防止・作業効率化を図る。
※図では、制約条件（納期や前処理の進捗など）をインプットに、担当者がパラメータ調整をしつつ、量子コンピュータの演算結果から、最適な生産計画を出力するイメージを示している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「SUSTAINABILITY REPORT 2023」は、経営会議・取締役会メンバーにより構成された社長諮問機関「ＥＳＧ推進会議」にて承認されたもの。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.jx-nmm.com/sustainabilityreport/pdf/report2023_j_full.pdf 
P.68　「IoT・AI6ヵ年計画の実行」
P.68-69 「DXを支える基盤」

	記載内容抜粋
	これまで同様、「技術本部」を総括組織とし、事業部ごとに設けた分科会が主導で施策を展開、「情報システム部デジタルイノベーション担当」が推進事務局として各種施策の展開・技術支援を行う体制で推進していきます。
DX人材育成
2019年度よりデジタル人材のリソース増強と育成強化に取り組んでいます。データサイエンティスト教育では、若手社員には初級、中堅社員には中級のプログラムを実施するなど、社員それぞれのレベルに応じた研修プログラムを拡充してきました。2022年度には全社員対象のリテラシー教育を、2023年度には事業所でのワークショップを開始しました。また、東北大学との共同研究や滋賀大学大学院データサイエンス研究科への社員派遣等、教育機関との連携も強化し、DX教育のレベル向上に取り組んでいます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.jx-nmm.com/sustainabilityreport/pdf/report2023_j_full.pdf 
P.68-69　「DXを支える基盤」

	記載内容抜粋
	最新技術の探索
量子アニーリング技術を活用した最適化計算技術の計画業務への適用、AIカメラを用いた人検知技術など、さまざまな最新技術の検証・運用への適用可否検討を、実証試験を通して取り組んでいます。

DX基盤の強化（ゼロトラストネットワーク）
ゼロトラストの概念に基づいた自社ネットワークの刷新を進めています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	SUSTAINABILITY REPORT 2023


	公表日
	２０２３年１０月３１日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HPにて公表
https://www.jx-nmm.com/sustainabilityreport/pdf/report2023_j_full.pdf
P.68-69　「DXを支える基盤」

	記載内容抜粋
	「量子アニーリング技術を活用した最適化計算技術の計画業務への適用」
「AIカメラを用いた人検知技術」
「ゼロトラストの概念に基づいた自社ネットワークの刷新」
「若手社員には初級、中堅社員には中級のプログラムを実施するなど、社員それぞれのレベルに応じた研修プログラム」
「東北大学との共同研究や滋賀大学大学院データサイエンス研究科への社員派遣等、教育機関との連携」




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	SUSTAINABILITY REPORT 2022：
２０２２年１１月２５日
SUSTAINABILITY REPORT 2023：
２０２３年１０月３１日

	発信方法
	当社HPにて公表
SUSTAINABILITY REPORT 2022：
https://www.jx-nmm.com/sustainabilityreport/pdf/report2022_j_full.pdf
SUSTAINABILITY REPORT 2023：
https://www.jx-nmm.com/sustainabilityreport/pdf/report2023_j_full.pdf

	発信内容
	SUSTAINABILITY REPORT 2022：
（P.10 トップメッセージ）
次の瞬間にもこれまでとは異なる特性や、より高度な性能や品質が求められることもあり、これに技術で応えることができなければ、当社のビジネスは大きな苦境に立たされることでしょう。世界の非鉄金属企業に対し、当社が確固たる優位性を持っていること、こうした技術立脚型企業の実現に向けた事業基盤の確立を目指してデジタルトランスフォーメーション（DX）戦略も加速させています。
SUSTAINABILITY REPORT 2023：
（P.8　トップメッセージ）
当社グループは2019年に「技術立脚型企業への転身」を宣言する「2040年ＪＸ金属グループ長期ビジョン」を発表しました。ビジョンの策定に私も関わりましたが、グループのこれからを考える上で、このビジョンが重要な道標になると考えています。
（P.11　トップメッセージ）
私は、装置産業型から技術立脚型へ向かっていくために最も大事なのは人のマインドだと思います。
（中略）
人々を活かす魅力ある職場を作っていくことが重要です。これらの人材と職場環境に対する取り組みも非常にハードルが高い目標だと認識しています。そして、このような考え方をさらに進めていくと、いずれは製造拠点も今のままで良いのかという問いも出てきます。例えば、装置監視業務をリモート勤務でできないのかなど、働き方に関する課題も浮上してきます。プロセス革新と省力化を急がなければ10年後にはものづくりが成り立たなくなるという懸念があります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０２３年１１月頃


	実施内容
	実務執行総括責任者（代表取締役社長）のリードのもと、情報システム部にてIPA殿の「DX推進指標自己診断フォーマット」を使用し、自己診断を実施して現状を踏まえた課題の把握を実施している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	通年


	実施内容
	ISO/IEC27001に則った情報セキュリティマネジメントシステムを構築し、JX金属グループの「情報セキュリティ基本方針」の下、組織的かつ継続的な情報セキュリティの強化を推進している。
情報セキュリティ委員会や情報セキュリティ事務局を設置し、経営層の主導により、関連規則・マニュアルの整備、リスクアセスメント・リスク対策、教育、国内外の情報セキュリティ動向調査、内部監査、監査員育成、情報セキュリティ活動レビュー等を実施し、PDCAプロセスを通じた情報セキュリティの高度化を進めている。

また、経済産業省策定の「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」やセキュリティ専門会社の知見を活用し、「ゼロトラスト」の概念のもと新たな脅威に対応可能な対策や体制の拡充を推進している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

